
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 飯塚俊樹

全体計画 経費区分 － 内線 3118

事務事業名 12420 防災施設整備事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 03021300 防災体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 090000 防災施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

災害発生時に被害を最小限に止めるための施設、設備 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）新型受信機への

の充実を図り、情報伝達が迅速に行われる。 移行により、機器の自動起動に要する時間が短縮され

ること、新たなソフトウェアが搭載されており機能面

に関しても改善が図られていること。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度

内

　実績

・長野県グリー

部

ンニューディール基金

評

事業を活用し、 長野県

価

が行う長野県衛星系防

【

災行政無線の更新

防災

二

活動センター及び多目

次

的（防災）広場備蓄倉

】

庫公 防災行政無線のデ

1

ジタル化更新整備

衆用

頁

トイレ太陽光発電設置

平

工事を実施

・同報系防

成

災行政無線等のデジタ

３

ル化更新に向けて、

課

０

内検討。

平成29年度

年

　実績 平成30年度　

度

予定

防災行政無線のデ

　

ジタル化更新整備 全国

行

瞬時警報システム（Ｊ

政

アラート）新型受信機

評

への

更新整備

平成31

価

年度　予定 平成32年

事

度　予定

防災行政無線

業

等防災機器の保守・管

別

理 防災行政無線等防災

シ

機器の保守・管理

ート

実計対象 評価対象



800

その他 0 0

一般財源 97 0

正規職員 0.2 0.3
人員数

嘱託職員 0.1 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 1,429.8 2,144.7

人　員 嘱託職員 276.6 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 1,706.4 2,144.7

市民一人当たりの経費 7.3 0.1

総額 380,903.4 4,944.7

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費 0

11節 需用費 0

防災行政無線デジタル化更新工事施工監理業務委託
13節 委託費 4,051

防災行政無線デジタル化更新工

内

事（屋外拡声子局整備

部

、戸別受信機整備）
1

評

5節 工事請負費 37

価

5,146

19節 負

【

担金補助及び交付金 0

二

その他 0

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 台

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 1
目 標 値

実 績 1

指標選定 Jアラート新型受信機への更新

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 1
目 標 値

実 績 1

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 379,197 2,800

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 379,100 2,



委

上に努めているか 変わ

託

らない

・使用料などの

費

受益者負担や補助対象

1

事業の範囲など、財源

5

確保の余地はないか

・

節

予算内での有効な予算

 

執行に努める。

評  

工

 価

コメント

振り返り

事

（決算年度の取組み課

請

題）

・新型受信機へ更

負

新することで、災害情

費

報伝達が迅速・確実に

1

行われ、市民の安心・

9

安全の向上が図れる。

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

11

平

節 需用費 0

13節 

成

委託費 0

全国瞬時警報

3

システム（Ｊアラート

0

）新型受信機更新工事

年

15節 工事請負費 2

度

,800

19節 負担

当

金補助及び交付金 0

そ

初

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

予

評価

項目 評価観点 評価

算

内容

・市民の生命・財

　

産を守るため市が実施

事

することが必要不可欠

業

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

の

な事業であるか

必 要

内

 性 ・市が主体となり

訳

実施すべき事業か 必要

主

不可欠

・法的な根拠や

な

公的関与の妥当性はあ

節

るか

・目的は結果（施

金

策の目指す理想）に結

額

びついているか

・全国

内

瞬時警報システムを新

容

型受信機へ更新するこ

8

とは国の指針である。

節

評   価

コメント

・

 

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

報

達成度は十分か

有 効

償

 性 ・市民生活上の課

費

題解決に貢献している

1

か 大変有効

・行政内部

1

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ

需

うな事業内容になって

用

いるか

・整備すること

費

は有効性が大きい

評 

1

  価

コメント

・成果

3

を落とさずにコストを

節

削減する方法はあるか

 

効 率 性 ・効率性向



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

防災行政無線のデジタル化完了、Ｊアラート新型受信 操作卓の操作や防災情報システムの取扱い

内

について、

機の整備で

部

市民の生命と財産を守

評

るためのハード面が 職

価

員が適切に操作ができ

【

るように研修をする必

二

要があ

整う。今後は有

次

効活用するための操作

】

が重要。 る。

外部評価

4

次年度以降の方向性

外

頁

部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


